
岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付要綱  

 

（目的）  

第１条 この要綱は、市内に事業所を有する中小企業者が、新規に退職金

共済契約を締結した場合に、岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補

助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、中小企業退職金

共済制度への加入を促進し、市内の中小企業者の育成及び労働者福祉の

増進を図ることを目的とする。  

 （用語の定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

 (1) 退職金共済契約  中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０

号。以下「法」という。）第２条第３項に規定する退職金共済契約又

は所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号。以下「令」という。）

第７３条第１項に規定する特定退職金共済団体と締結する退職金共

済契約をいう。  

 (2) 共済契約者  退職金共済契約を締結した事業主をいう。  

(3）被共済者  退職金共済契約に基づいて、退職金給付を受ける者をい

う。 

（補助対象者）  

第３条 補助金は、次の各号のいずれにも該当する共済契約者に対して交

付する。ただし、既に補助金の交付を受けた者は除く。  

 (1) 市の区域内に事務所又は事業所を有する者  

(2) 新規に共済契約者になった者で、退職金共済契約を締結した月から

１２か月分の掛金を納付し、かつ当該退職金共済契約を締結して１２

か月を経過したもの。ただし、社会福祉施設職員等退職手当共済制度

に加入している者又は解散存続厚生年金基金及び特定退職金共済事

業廃止団体から資産を移換した者は除く。  

(3) 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１条第１項１４号に規定

する徴収金（市町村が徴収するものに限る。）を滞納していない者  

（補助対象額及び補助金の額 ) 

第４条 補助対象額は、共済契約者が退職金共済契約を締結した月から納

付した被共済者に係る１２か月分の掛金の合計額又は退職金共済契約締



結当初の被共済者に係る掛金月額の１２か月分の合計額のうちいずれか

低い額とする。ただし、退職金共済契約を締結する前の勤務期間に係る

掛金及び補助金交付の申請時に退職している被共済者に係る掛金は対象

としないものとする。  

２ 補助金の額は、前項に規定する補助対象額に１００分の１０を乗じて

得た額とする。  

 （補助金交付の申請）  

第５条 補助金交付を受けようとする共済契約者（以下「申請者」という。）

は、岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付申請書（様式第

１。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、退職金共済契

約を締結した月から１２か月分の掛金の納付が完了した月の属する年度

の２月末日までに市長に提出しなければならない。ただし、掛金の納付

が３月に完了した者については、翌年度の２月末日までに提出するもの

とする。  

 (1) 個人別・月別共済掛金支払内訳書  

 (2) 共済契約を証明する書類（退職金共済手帳等の写し）  

 (補助金の交付決定) 

第６条 市長は、申請者から補助金交付申請があったときは、その内容を

審査し適当と認めた者については、申請者に補助金の交付を決定し、岩

倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付決定通知書（様式第２）

により通知するものとする。  

（請求手続） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた申請者は、速やかに岩倉市中小企業

退職金共済制度加入促進補助金交付請求書（様式第３）を市長に提出し

なければならない。  

（補助金の交付）  

第８条 市長は、申請者から補助金の交付請求があったときは速やかに交

付するものとする。  

 （報告等）  

第９条 市長は、補助金の交付に際し疑義が生じた場合は申請者に対して

報告又は文書の提出を求めることができる。  

 （交付決定の取消し又は補助金の返還）  

第１０条  市長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに



該当する場合は、補助金交付決定を取り消し、又は補助金の交付決定額

の全部若しくは一部を返還させることができる。  

(1) 提出書類に虚偽の事項を記載し、又は補助金の交付に関し不正の行

為があったとき。  

(2) 法第８条第２項及び第３項による契約の解除となったとき。  

(3) その他、市長が不適当と認めたとき。  

 （補助金の返還）  

第１１条  共済契約者が前条の規定により補助金の返還を命じられたとき

は、これを２０日以内に返納しなければならない。  

 （雑則）  

第１２条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

   附  則 

 この要綱は、昭和６４年１月 1 日から適用する。  

   附  則 

 （施行期日）  

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この要綱による改正後の岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助

金交付要綱の規定は、施行日以降に退職金共済契約を締結した月から  

１２か月分の掛金の納付が完了した者について適用する。ただし、この

要綱の施行の日前に掛金の納付が完了した者のうち、平成３０年１月か

ら３月までに掛金の納付が完了した者については、平成３１年２月末日

まで補助金交付の申請ができるものとする。  

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 



様式第１  

岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付申請書  

 

年  月  日 

 

岩倉市長          殿 

 

                  住  所 

                  事業所名  

                  代表者名                        

連絡電話  

 

岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付要綱第５条の規定に

より、下記のとおり補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請

します。  

 

また、同要綱第３条各号に適合することを確認し、市税の課税、納付状

況について調査されることを同意します。  

 

記  

 

 補助金交付申請額   金            円  

 

 

 

 

 

添付書類  

１ 個人別・月別共済掛金支払内訳書  

２ 共済契約を証明する書類（退職金共済手帳等の写し）  

 

 

 



 

様式第２  

 

岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付決定通知書  

 

住 所  

 

氏 名  

 

      年  月  日付けで申請の    年岩倉市中小企業退職

金共済制度加入促進補助金については、別記査定内容のとおり、下記条件

をつけて金      円を交付します。  

 

岩倉市長  

 

記  

 

１ 補助対象者が次の各号に該当する行為をしたことが判明したときは、

補助金交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助

金の全部若しくは一部を返還させるものとする。  

(1) 岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付要綱に違反した

とき。  

(2) 提出書類に虚偽の事項を記載し、補助金の交付を受けたとき。  

(3) 市長は、補助対象者に対し補助金交付に関して必要な指示をし、報告

を求め検査することができる。  

 

 

 

査 定 内 容  
補助対象額  補助金の額  

        円          円 

 

 



 

様式第３  

 

岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付請求書  

 

年  月  日 

 

岩倉市長         殿 

 

                 住  所 

                 事業所名 

                 代表者名            

                 連絡電話  

    

 岩倉市中小企業退職金共済制度加入促進補助金交付要綱第７条の規定に

より、下記のとおり請求します。  

 

 

記  

 

   請  求 金  額   金           円  

 

 

 

 

 

 

 

振込先金融機関名・ 

支店名  
預金の種類  口座番号  

口 座 名 義  

（フリガナ）  

    


